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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

回次 
第96期 

第２四半期 
連結累計期間 

第96期 
第２四半期 
連結会計期間 

第95期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

営業収益（千円） 12,353,232 6,186,849 23,993,017 

経常利益（千円） 480,594 222,414 1,194,845 

四半期（当期）純利益（千円） 236,781 118,103 465,537 

純資産額（千円） － 10,413,228 10,339,062 

総資産額（千円） － 28,800,447 28,989,199 

１株当たり純資産額（円） － 934.75 919.98 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
21.26 10.64 41.26 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 36.0 35.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
934,669 － 2,189,132 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△414,557 － △928,908 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△383,248 － △1,955,603 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ 3,856,710 3,719,846 

従業員数（人） － 1,674 1,603 
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２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

   当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、長期臨時雇用者847人を含んでおります。 

２．短期臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、長期臨時雇用者286人を含んでおります。 

２．短期臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,674 (773) 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 751 (191) 
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの事業は受注生産形態をとっていないため、生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことは

しておりません。 

 （1）販売実績 

    当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

 （注）セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間  
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

 貨物自動車運送事業（千円） 5,959,491 

不動産賃貸事業（千円）  210,571 

その他事業（千円）  16,786 

合計（千円） 6,186,849 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

 （1）経営成績の分析 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油を始めとする原材料価格は下落基調となったものの、米

国サブプライムローン問題を主因とした全世界レベルの金融不安が拡大し、景気の先行きについては一層の減速感

が増してきました。 

 物流業界におきましては、コストダウン要請や燃料価格の高止まり、安全規制の強化、環境問題への対応等、取

り巻く経営環境は厳しい状況が続きました。 

 このような経営環境の中にあって、当社グループは「第Ⅱ次３ヵ年経営計画」の最終年度を迎え、「営業力強

化」、「現場力強化」、「収益性向上」の基本方針を徹底し、収益確保及び品質向上を重点課題として目標達成に

向け努力してまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の営業収益は61億86百万円となりました。利益面につきましては、平成

20年２月に新規業務として取扱いを開始しました生活関連商品に係るセンター業務のコスト削減が計画通り進ま

ず、営業利益は２億51百万円、経常利益は２億22百万円、四半期純利益は１億18百万円となりました。 

事業の種類別セグメント 

①貨物自動車運送事業 

 貨物自動車運送事業におきましては、荷主の物流コスト削減要請、一般貨物低迷の基調がここ数年続いておりま

す。 

 このような状況の中、当社グループの主力業務であります物流センター業務代行、流通加工業務に注力し、新規顧

客の獲得に向け努力してまいりました。当第２四半期連結会計期間は生活関連商品に係るセンター業務を中心として

既存顧客の取引深耕により事業拡大を図りました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間における貨物自動車運送事業収入は59億59百万円となり、営業利益は３億

21百万円となりました。 

②不動産賃貸事業 

 不動産賃貸事業収入は２億10百万円となり、営業利益は１億26百万円となりました。 

③その他事業 

 リース業務、コンピュータソフト開発業務、保険代理店業務を中心としたその他事業収入は16百万円となり、営業

利益は９百万円となりました。 
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（2）財政状態の分析  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当第１四半期連結会計

期間に比べ２億61百万円減少し、38億56百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のと

おりであります。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

営業活動の結果得られた資金は、４億67百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益２億15百

万円と減価償却費２億77百万円によるものであります。  

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

投資活動の結果使用した資金は、２億50百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出２億

５百万円によるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

財務活動の結果使用した資金は、４億78百万円となりました。これは主に短期借入金による収入80億９百万

円、短期借入金の返済による支出81億60百万円、長期借入金の返済による支出３億79百万円によるものでありま

す。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 該当事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 38,000,000 

計 38,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年11月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 11,654,360 11,654,360 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 11,654,360 11,654,360 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日  
－ 11,654,360 － 1,772,784 － 1,627,898 
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（５）【大株主の状況】 

 （注）１．当第２四半期会計期間末現在における、野村信託銀行株式会社の信託業務の株式数については、当社として

把握することができないため記載しておりません。 

２．上記のほか、自己株式が570千株あります。 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社原島不動産 東京都千代田区三崎町３－10－５  2,342 20.10 

有限会社司光  東京都千代田区三崎町３－６－８  578 4.96 

原島 望泰  東京都世田谷区  560 4.80 

原島 康子  東京都世田谷区  506 4.34 

原島 藤壽  東京都千代田区 476 4.08 

株式会社三井住友銀行  東京都千代田区有楽町１－１－２  409 3.51 

カンダ従業員持株会  東京都千代田区三崎町３－２－４  374 3.21 

株式会社原島本店  東京都千代田区三崎町３－６－５  348 2.99 

野村信託銀行株式会社  東京都千代田区大手町２－２－２  317 2.72 

カンダ共栄会  東京都千代田区三崎町３－２－４  307 2.64 

計 － 6,218 53.36 
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（６）【議決権の状況】 

 ①【発行済株式】 

 ②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

     （1）役職の異動 

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   570,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,053,000 11,053 － 

単元未満株式 普通株式      31,360 － － 

発行済株式総数 11,654,360 － － 

総株主の議決権 － 11,053 － 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カンダコーポレー

ション株式会社 

東京都千代田区三

崎町３－２－４ 
570,000 ― 570,000 4.89 

計 － 570,000 ― 570,000 4.89 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 396 391 373 408 400 398 

最低（円） 365 362 347 369 360 370 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 － 取締役 ＣＳ営業部長    祖山 雄一  平成20年９月26日

取締役 
総務部長 

兼ＣＳ営業部長 
取締役 総務部長  山嵜 唯  平成20年９月26日
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,867,057 3,730,775

受取手形及び営業未収金 2,689,694 2,756,315

商品 9,657 4,695

貯蔵品 14,135 19,523

その他 334,966 346,281

貸倒引当金 △6,187 △6,041

流動資産合計 6,909,325 6,851,550

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,156,613 6,336,712

土地 11,925,276 11,925,276

その他（純額） 1,636,994 1,712,787

有形固定資産合計 ※1  19,718,884 ※1  19,974,776

無形固定資産   

のれん 172,046 198,515

その他 187,401 151,223

無形固定資産合計 359,448 349,739

投資その他の資産 ※2  1,812,788 ※2  1,813,133

固定資産合計 21,891,121 22,137,648

資産合計 28,800,447 28,989,199

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,589,912 1,661,618

短期借入金 7,430,258 6,548,977

未払法人税等 237,321 287,130

預り金 2,166,084 2,015,031

賞与引当金 212,976 189,491

その他 965,136 940,891

流動負債合計 12,601,689 11,643,140

固定負債   

長期借入金 3,827,294 4,997,065

退職給付引当金 677,517 672,595

役員退職慰労引当金 437,277 424,187

負ののれん 2,196 4,393

その他 841,243 908,754

固定負債合計 5,785,529 7,006,996

負債合計 18,387,219 18,650,136
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,772,784 1,772,784

資本剰余金 1,628,029 1,628,029

利益剰余金 7,119,527 6,938,668

自己株式 △208,170 △169,363

株主資本合計 10,312,170 10,170,118

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 53,992 132,613

繰延ヘッジ損益 △5,324 △13,347

評価・換算差額等合計 48,668 119,265

少数株主持分 52,389 49,677

純資産合計 10,413,228 10,339,062

負債純資産合計 28,800,447 28,989,199
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益 12,353,232

営業原価 11,145,134

営業総利益 1,208,098

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 169,689

賞与引当金繰入額 12,933

退職給付費用 5,431

役員退職慰労引当金繰入額 13,090

貸倒引当金繰入額 1,294

その他 477,729

販売費及び一般管理費合計 680,169

営業利益 527,929

営業外収益  

受取利息 3,751

受取配当金 19,979

負ののれん償却額 2,196

その他 20,338

営業外収益合計 46,266

営業外費用  

支払利息 86,756

その他 6,845

営業外費用合計 93,601

経常利益 480,594

特別利益  

固定資産売却益 8,247

その他 875

特別利益合計 9,123

特別損失  

固定資産除売却損 23,475

その他 544

特別損失合計 24,019

税金等調整前四半期純利益 465,697

法人税等 226,204

少数株主利益 2,711

四半期純利益 236,781
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益 6,186,849

営業原価 5,600,260

営業総利益 586,588

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 77,215

賞与引当金繰入額 8,616

退職給付費用 3,132

役員退職慰労引当金繰入額 6,642

貸倒引当金繰入額 1,294

その他 237,864

販売費及び一般管理費合計 334,765

営業利益 251,823

営業外収益  

受取利息 2,264

受取配当金 1,213

負ののれん償却額 1,098

その他 12,612

営業外収益合計 17,189

営業外費用  

支払利息 42,938

その他 3,659

営業外費用合計 46,598

経常利益 222,414

特別利益  

固定資産売却益 3,002

その他 825

特別利益合計 3,827

特別損失  

固定資産除売却損 10,244

その他 544

特別損失合計 10,788

税金等調整前四半期純利益 215,453

法人税等 95,809

少数株主利益 1,539

四半期純利益 118,103
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 465,697

減価償却費 563,267

のれん償却額 26,468

負ののれん償却額 △2,196

貸倒引当金の増減額（△は減少） 940

受取利息及び受取配当金 △23,731

支払利息 86,756

固定資産除売却損益（△は益） 15,227

売上債権の増減額（△は増加） 66,621

たな卸資産の増減額（△は増加） 425

仕入債務の増減額（△は減少） 47,165

その他 31,801

小計 1,278,443

利息及び配当金の受取額 23,912

利息の支払額 △87,039

法人税等の支払額 △280,646

営業活動によるキャッシュ・フロー 934,669

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △618

定期預金の払戻による収入 1,200

有形固定資産の取得による支出 △385,487

有形固定資産の売却による収入 12,179

無形固定資産の取得による支出 △57,799

投資有価証券の取得による支出 △1,729

投資有価証券の売却による収入 18,326

貸付けによる支出 △13,860

貸付金の回収による収入 17,838

その他 △4,606

投資活動によるキャッシュ・フロー △414,557

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 16,401,000

短期借入金の返済による支出 △15,921,000

長期借入金の返済による支出 △768,490

自己株式の取得による支出 △38,806

配当金の支払額 △55,951

財務活動によるキャッシュ・フロー △383,248

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 136,863

現金及び現金同等物の期首残高 3,719,846

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,856,710
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更  

第１四半期連結会計期間よりカンダコーポレーション分割準備株

式会社、株式会社カンダコアテクノを新たに設立したため連結の範

囲に含めております。  

（2）変更後の連結子会社の数  

19社  

２．会計処理基準に関する事項の変更 （1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成18年７月５日 企業会計基準第９号）を第１四半期連結会計期間

から適用し、評価基準については、主として先入先出法による原価

法から主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更しております。  

なお、これによる営業利益、経常利益および税金等調整前四半期

純利益に与える影響はありません。 

（2）リース取引に関する会計基準等の適用  

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５

年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準

適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理に変更し、借手側はリース資産、貸手側はリース投資

資産として計上しております。 

また、当該取引に係る借手側のリース資産の減価償却の方法につ

いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する

方法によっており、貸手側のファイナンス・リース取引に係る収益

の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上

する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を引き続き採用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益に与える影響は軽微であります。 
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【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．固定資産の減価償却の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

２．税金費用の計算  連結財務諸表における重要性が乏しい連結会社において、税引前四半

期純利益に、前年度の損益計算書における税効果会計適用後の法人税等

の負担率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 11,654,360株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 570,251株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

       （１） 配当金支払額 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が、当第２四半期連結会

計期間末後となるもの。     

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、12,636,053千

円であります。  

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

              10,891千円 

  ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

    とちぎ流通センタートラック協同組合  

                 1,049千円  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、12,431,530千

円であります。  

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

                        10,096千円 

  ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

    とちぎ流通センタートラック協同組合  

                31,413千円  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 3,867,057千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,347千円 

現金及び現金同等物 3,856,710千円 

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 55,922 5.0 平成20年３月31日 平成20年６月30日  利益剰余金

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年11月10日 

取締役会 
普通株式 55,420 5.0 平成20年９月30日 平成20年12月８日  利益剰余金
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

     当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

     当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

（注）１．事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な業務 

（1）貨物自動車運送事業…貨物自動車運送業務、庫内作業業務 

（2）不動産賃貸事業  …不動産賃貸業務 

（3）その他事業    …リース業務、コンピュータソフト開発業務、保険代理店業務 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年９月30日）  

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。 

（デリバティブ取引関係） 

 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

 
貨物自動車
運送事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

 営業収益            

(1）外部顧客に対する売上高 5,959,491 210,571 16,786 6,186,849 － 6,186,849 

(2）
セグメント間の内部売上

又は内部売上高 
－ － － － － － 

  計 5,959,491 210,571 16,786 6,186,849 － 6,186,849 

 営業利益 321,163 126,406 9,646 457,216 △205,393 251,823 

 
貨物自動車
運送事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

 営業収益            

(1）外部顧客に対する売上高 11,900,459 421,527 31,245 12,353,232 － 12,353,232 

(2）
セグメント間の内部売上

又は内部売上高 
－ － － － － － 

  計 11,900,459 421,527 31,245 12,353,232 － 12,353,232 

 営業利益 693,560 244,905 7,175 945,641 △417,711 527,929 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

２【その他】 

 平成20年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・55,420千円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・５円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・平成20年12月８日 

  （注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 934.75 円 １株当たり純資産額 919.98 円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 21.26 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 10.64 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円） 236,781 118,103 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 236,781 118,103 

期中平均株式数（株） 11,138,788 11,097,845 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月12日

カンダコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 平井 清   印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 加藤 雅之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカンダコーポレ

ーション株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カンダコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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